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■パートタイマーに対する
　待遇等の説明義務

■懲戒処分の種類と減給処分を
　行うときの留意点

■自社の労働時間制度・休日日数を
　見直す際に参考となる統計データ

■高年齢者の雇用状況と
　来春にも努力義務化が予定される
　70歳までの就業機会確保

　2月といえば立春。暦の上では春を迎えますが、まだまだ寒い日が続きます。
　風邪などひかないように、ご自愛くださいませ。

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。



①65歳定年の企業

今回の集計結果をみると、定年を65歳にす

る企業は27,713社（対前年2,496社増加）で、

報告した企業全体の17.2％となっています。

企業規模別にみると、以下のようになってお

り、企業規模に関わらず、65歳定年としてい

る企業がこの1年間で概ね1割増加しているこ

とが分かります。

条項があったとしても上回ることのできない
労働時間数が設けられました。具体的な上限

②66歳以上働ける企業
66歳以上働ける制度のある企業は49,638社

（対前年6,379社増加）で、報告した企業全
体の30.8％を占めています。企業規模別にみ
ると、以下のようになっています。

ことができない。
※1年単位の変形労働時間制の場合、月42時間・年320時間

＜特別条項がある場合の上限＞

また、66歳以上働ける制度のある企業の状

況をみると、報告した全企業の上位3つの制

度は「基準該当者を66歳以上まで継続雇用す

る」が10.3％、「その他の制度で66歳以上ま

で雇用する(※)」8.8％、「希望者全員を66

歳以上まで継続雇用する」6.8％となってい

ます。

※「その他の制度で66歳以上まで雇用する」とは、

希望者全員や基準該当者を66歳以上まで継続雇用する

制度は導入していないが、企業の実情に応じて何らか

の仕組みで66歳以上まで働くことができる制度を導入

している場合を指しています。

現在の継続雇用年齢は65歳までとなってい

ますが、企業に対して70歳までの就業機会の

確保措置を努力義務とする改正法案が今春の

通常国会で審議される予定となっています。

この就業機会確保措置の選択肢としては、以

下のものが挙げられています。

各種報道によれば、この法案は通常国会で

成立し、早ければ2021年4月に施行される見

込みとなっています。影響の大きい改正法案

だけに、継続して国会審議を注目しておきた

いものです。

Roumu
高年齢者の雇用状況と
来春にも努力義務化が予定される
70歳までの就業機会確保
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通常国会において、改正高年齢者雇用安定法案が審議され、2021年4月

にも70歳までの就業機会確保が努力義務化される方向となっています。そこで今回は厚生労働省

の令和元年「高齢者の雇用状況」の集計結果から現在の高齢者雇用の状況を見た上で、改正法案

の概要についてとり上げます。

高齢者の雇用を進めるにあたっては、職場の安全と健康管理の取組みが不可欠となります。

働くことができる制度の整備とともに、従業員に長期間、職場で活躍してもらうためのしく

みの検討も必要になります。

1.65歳定年の状況と66歳以上働け
る制度のある企業の状況

2.70歳までの就業機会確保の方向性

①定年廃止

②70歳までの定年延長

③継続雇用制度導入（現行 65歳までの制度

と同様、子会社・関連会社での継続雇用を

含む）

④他の企業（子会社・関連会社以外の企業）

への再就職の実現

⑤個人とのフリーランス契約への資金提供

⑥個人の起業支援

⑦個人の社会貢献活動参加への資金提供

・中小企業：25,938社（対前年2,253社増加）

報告した中小企業全体の17.9％

・大企業：1,775社（対前年243社増加）

報告した大企業全体の10.6％

・中小企業：45,392社（対前年5,693社増加）

報告した中小企業全体の31.4％

・大企業：4,246社（対前年686社増加）

報告した大企業全体の25.3％
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【ワンポイントアドバイス】

1. 非正規社員の雇入れ時には、賃金 、教育・訓練、福利厚生施設の利用など雇用管理上の

措置の内容を説明する義務がある(※)。

2. 非正規社員から求めがあったときには、待遇差の内容や理由を説明する義務が今後課せら

れる。

3. 説明は口頭で行う他、文書を交付することも考えられる。

※フルタイムの有期労働者についても同一労働同一賃金の施行時期に義務化される。

このコーナーでは、人事労務管理で問題になるポイントを、社労士とその顧問先の総務部
長との会話形式で、分かりやすくお伝えします。

Roumu パートタイマーに対する
待遇等の説明義務

会話で学ぶ人事労務管理の勘どころ 20２０年2月号

先日入社したパートさんに「私の時給はどのようにしたら上がるのですか？」と尋
ねられました。当社では、正社員の昇給時期に、勤務成績が優秀なパートさんにつ
いて個別に時給を引上げているのですが、このような説明をする必要があるので
しょうか。

総務部長はい、パートタイマーを雇ったときには賃金、教育訓練、福利厚生施設の利用など
について、説明する義務があります。例えば「給与はどのように決まるのか」とい
うことや「どのような教育訓練を実施しているのか」等です。

社労士
そうなのですか。どのような方法で説明するのでしょうか。

これ以外にも、「正社員への転換制度にはどのようなものがあるか」といった質問
が寄せられたときにも、説明をする義務があります。

口頭で行うことが原則ですが、説明すべき事項が漏れなく記載されていて、容易に
理解できる内容となっていれば、文書を交付すること等も認められています。

なるほど、わかりました。一度まとめて、パートさんに渡せるようなものを作って
みます。

当社では、勤続3年以上の者で、本人が希望し、上司からの推薦があるときに正社員
登用試験を受けることができるので、この内容を説明することになりますね。

パートさんから「正社員には通勤手当が支給されるのに、私には支給されないのは
なぜか？」という質問に答える必要があるということですね。

はい、そうですね。また、大企業では今年4月から、中小企業では来年4月から、正
社員と非正規社員の不合理な待遇差の禁止（いわゆる同一労働同一賃金）が始まり
ます。これとともに、非正規社員に対する待遇に関する説明義務が強化され、非正
規社員から求めがあった場合には、待遇差の内容や理由を説明することが義務とな
ります。

そうですね。正社員と非正規社員の不合理な待遇差の是正はもちろん、これに加え
非正規社員から説明を求められたときに対応できるよう、いまから待遇差の整理と
必要に応じて是正をし、説明できるように準備しておきましょう。
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懲戒処分は、いくつかの段階を設けて、懲

戒すべき事案が発生するたびに、どの懲戒処分

を下すかを決定します。厚生労働省が公開する

「モデル就業規則 （平成31年3月）」では、

以下の4種類の懲戒処分を設けています。

なお、降格や降職、諭旨解雇（諭旨退職）等、

これら以外の懲戒処分を定めることも認められ

ています。

1.にある「②減給」は、よく見かける懲戒処

分の一つですが、処分内容として記載されてい

るとおり、1回の額が平均賃金の1日分の半額を

超えることはできず、同一月において懲戒の事

案が複数となり、その複数の事案について減給

を行うときであっても、減給の総額が一賃金支

払期の賃金総額の10分の1を超えることはでき

ないと、労働基準法に定められています。

減給は賃金で行いますが、賞与で行うことも

認められています。この場合、賞与から減給を

行う旨を就業規則に定めておくことが必要です。

そして、賞与で減給を行うときであっても、1

回の額が平均賃金の1日分の半額を超え、総額

が一賃金支払期の賃金総額の10分の1を超える

ことはできません。

なお、賞与の支給額を会社の業績や、賞与の

算定期間中の人事評価に基づき決定することが

あります。この際、懲戒の事案がこの人事評価

のマイナスの要素となり、結果として減給の上

限を超える額が賞与支給額から減額されたとし

ても、問題はありません。

Roumu 懲戒処分の種類と減給処分を
行うときの留意点
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減給の上限は、従業員の生活を過度に脅かすことのないように、設けられたものです。そ

もそもの事案に対する処分として、減給が妥当なのかを十分に検討するとともに、誤った取

扱いをしないようにしましょう。

従業員が労働契約の内容に違反したり、就業規則の服務規律を守らない

場合に、会社は懲戒処分を下すことがあります。懲戒処分を下すためには、就業規則に事前にそ

の内容を定め、定められた就業規則の規定に基づいて対応する必要があります。そこで、以下で

は一般的な懲戒処分の種類と、その中でも減給処分を行う際の留意点を確認します。

1.懲戒処分の種類

3.賞与で減給を行う際の留意点

2.減給の上限

①けん責

始末書を提出させて将来を戒める。

②減給

始末書を提出させて減給する。ただし、減

給は1回の額が平均賃金の1日分の5割を超える

ことはなく、また、総額が1賃金支払期におけ

る賃金総額の1割を超えることはない。

③出勤停止

始末書を提出させるほか、〇日間を限度と

して出勤を停止し、その間の賃金は支給しな

い。

④懲戒解雇

予告期間を設けることなく即時に解雇する。

この場合において、所轄の労働基準監督署長

の認定を受けたときは、解雇予告手当（平均

賃金の30日分）を支給しない。

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



労働基準法で定める1日あたりの労働時間

は原則8時間までとされていますが、今回の

調査結果における1日の所定労働時間は1企業

平均7時間46分、週所定労働時間は1企業平均

39時間26分となっています。この週所定労働

時間について、主な業種でみてみると以下の

とおりです。

業種によって若干開きがあり、それぞれの

業務形態等が影響していると考えられます。

労働基準法では、1週に少なくとも1日の休

日を与えることとなっており、調査結果にお

ける週休制の形態は、「何らかの週休2日制」

を採用している企業の割合が82.1％を占めて

います。そのうち、「完全週休2日制」を採

用している企業の割合は44.3％となっていま

す。この内訳は図表1のとおりです。

次に、年間休日総数は、1企業平均で108.9

日、企業規模別では1,000人以上が115.5日、

300～999人が113.7日、100～299人が111.1日、

30～99人が107.5日となっており、従業員数

が多くなるに従って、年間休日総数が増えて

いることがわかります。企業規模別に詳細な

内訳をみると、図表2のとおりです。

求人募集の場面では、給与の額も重要です

が、応募者が年間休日総数などの勤務条件を

重視した上で応募することが増えています。

自社と同規模の他社の状況を比較し、必要に

応じ年間休日総数の見直しを行いたいもので

す。

Roumu
自社の労働時間制度・休日日数
を見直す際に参考となる
統計データ
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働き方改革として、所定労働時間数や休日日数などを変更することによ

り、従業員の働き方を見直す企業も少なくないでしょう。その際、他社の状況と比較する場合に

活用できるのが、厚生労働省の「就労条件総合調査の概況」です。平成31年の統計データをみて

みましょう。

所定労働時間や休日日数を見直した際には、就業規則や賃金規程等の変更が必要

になります。見直しに伴いお困りのことがございましたら、当事務所までお気軽に

ご連絡ください。

2.所定休日

1.所定労働時間

製造業：39時間26分

卸売業、小売業：39時間34分

金融業、保険業：38時間18分

宿泊業、飲食サービス業：39時間57分

医療、福祉：39時間20分

69日
以下

70〜
79日

80〜
89日

90〜
99日

100〜
109日

110〜
119日

120〜
129日

130日
以上

30〜99⼈ 1.6 4.2 6.6 10.5 33.9 17.7 23.5 1.9

100〜299⼈ 0.8 2.4 4.5 4.7 31.6 20.8 33.5 1.7

300〜999⼈ 0.5 1.0 2.2 3.7 28.3 20.7 42.0 1.6

1,000⼈以上 0.2 1.1 0.5 2.9 22.1 24.2 48.2 1.0

図表2　企業規模別の年間休日総数　　単位︓％

社会保険労務士佐藤秀樹事務所
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賃金改定を実施した
企業の割合は90％超に

依然として人手不足の状態にある企業が多い状況が続いています。その

ため、従業員の定着や採用のために、賃上げや初任給の増額などを行う企業も増えていると思わ

れます。ここでは2019年11月に発表された調査結果※から、企業の賃金改定の実施状況や改定額

などをみていきます。

Keiei

賃金改定実施割合は90％超に

1人平均賃金改定率は2％に

上記調査結果から、企業の賃金改定状況の

推移をまとめると表1のとおりです。

1人平均賃金を引き上げた・引き上げる企

業（以下、引き上げた企業）の割合は高まり

続け、2019年はついに90.2％に達しました。

一方、1人平均賃金を引き下げた・引き下げ

る企業（以下、引き下げた企業）の割合は、

2016年以降は1％未満が続いています。

なお、賃金改定を実施しない企業の割合は、

2011年は18.4％でしたが、2019年には5.4％

にまで低下しています。

直近10年間の1人平均賃金の改定額と改定

率をまとめると、下グラフのとおりです。

1人平均賃金の改定額は、2012年には4,000

円を超え、2014年以降は5,000円台で推移し

ています。特に2017年以降は、5,500円を超

える額で推移しています。改定率も2017年以

降は2.0％になりました。

3,672 3,513 
4,036 4,375 

5,254 5,282 5,176 
5,627 5,675 5,592 

1.3 1.2
1.4 1.5

1.8 1.9 1.9 2.0 2.0 2.0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

1⼈平均賃⾦の改定額と改定率の推移（円、％）

改定額 改定率

厚⽣労働省「令和元年賃⾦引上げ等の実態に関する調査の概況」より作成

引き上げた
企業

引き下げた
企業

実施しない 未定

2010年 74.1 4.5 17.2 4.3
2011年 73.8 4.4 18.4 3.4
2012年 75.3 3.9 15.2 5.6
2013年 79.8 2.5 12.9 4.7
2014年 83.6 2.1 9.7 4.6
2015年 85.4 1.2 8.4 5.0
2016年 86.7 0.8 7.1 5.4
2017年 87.8 0.2 6.3 5.7
2018年 89.7 0.4 5.9 4.0
2019年 90.2 0.0 5.4 4.3
厚⽣労働省「令和元年賃⾦引上げ等の実態に関する調査の概況」より作成

【表1】賃⾦改定の実施状況の推移（％）

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



（※）厚生労働省「令和元年賃金引上げ等の実態に関する調査の概況」
日本標準産業分類の15大産業に属する会社組織の民営企業で、製造業及び卸売業、小売業については常用労働者30人以上、

その他の産業については常用労働者100人以上を雇用する企業を調査対象とし、そのうち産業、企業規模別に抽出した約3,5
00社を調査客体として2019年8月に行われた調査です。ここで紹介したデータは、常用労働者100人以上の企業（調査客体企
業数は3,224社、有効回答企業数は1,647社）について集計したものです。数値は四捨五入の関係で100にならないことがあ
ります。詳細は次のURLのページから確認いただけます。https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/
19/index.html
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産業別の改定額と改定率

産業別の賃金改定状況

2019年の産業別の賃金改定状況をまとめる

と表2のとおりです。

回答企業のうち、建設業と電気･ガス･熱供

給･水道業は1人平均賃金を引き上げた割合が

100％となりました。一方で、宿泊業，飲食

サービス業とサービス業(他に分類されない

もの)は80％を下回りました。

1人平均賃金の改定額が決定している企業

の改定額と改定率を、産業別に2年分をまと

めると表3のとおりです。2019年の改定額は

3,000～9,000円台まで、幅があります。学術

研究，専門・技術サービス業が9,165円で最

も高くなりました。建設業も8,000円を超え

ています。一方で医療，福祉が3,798円で最

も低く、4,000円台の産業は5業種ありました。

2019年の改定率は、建設業と学術研究，専

門・技術サービス業が2.4％で最も高くなり

ました。一方、金融業，保険業が1.4％で最

も低くなりました。

2018年からの増減では、7産業が増加、6産

業が減少しています。

業種によって賃金改定の状況はさまざまで

す。全体的には2019年に改定額は減少、改定

率は3年連続で増減なしで、増加傾向が落ち

着いてきているともいえそうです。2020年は

どうなるでしょうか。

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

鉱業，採⽯業，砂利採取業 6,554 7,125 1.9 2.1
建設業 7,361 8,261 2.2 2.4
製造業 6,326 5,724 2.2 2.0
電気･ガス･熱供給･水道業 4,366 5,023 1.5 1.6
情報通信業 6,056 6,705 1.8 2.1
運輸業，郵便業 4,434 4,777 1.7 1.9
卸売業，小売業 4,951 5,401 1.8 1.9
⾦融業，保険業 6,233 5,585 1.8 1.4
不動産業，物品賃貸業 8,218 6,909 2.5 2.2
学術研究，専門・技術サービス業 8,746 9,165 2.4 2.4
宿泊業，飲食サービス業 4,643 4,163 2.0 1.8
⽣活関連サービス業，娯楽業 4,929 4,306 2.0 1.9
教育，学習支援業 5,786 4,696 2.0 1.7
医療，福祉 3,632 3,798 1.7 1.8
サービス業(他に分類されないもの) 3,889 4,026 1.7 1.7

厚⽣労働省「令和元年賃⾦引上げ等の実態に関する調査の概況」より作成

改定額 改定率
【表3】産業別1⼈平均改定額と改定率（円、％）

引き上
げた

引き下
げた

実施し
ない

未定

鉱業，採⽯業，砂利採取業 90.0 - - 10.0
建設業 100.0 - - -
製造業 94.0 0.0 4.3 1.6
電気･ガス･熱供給･水道業 100.0 - - -
情報通信業 97.2 - 2.1 0.7
運輸業，郵便業 88.7 - 9.8 1.5
卸売業，小売業 91.4 - 3.8 4.8
⾦融業，保険業 89.4 1.0 9.2 0.4
不動産業，物品賃貸業 88.2 - 5.3 6.5
学術研究，専門・技術サービス業 97.5 - 2.5 -
宿泊業，飲食サービス業 79.9 - 11.3 8.8
⽣活関連サービス業，娯楽業 89.7 - 3.2 7.2
教育，学習支援業 82.4 2.6 9.3 5.6
医療，福祉 86.5 - 6.7 6.7
サービス業(他に分類されないもの) 77.7 - 8.5 13.8
厚⽣労働省「令和元年賃⾦引上げ等の実態に関する調査の概況」より作成

【表2】2019年の産業別賃⾦改定の実施状況（％）
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4月に新入社員を受け入れる事業者は、受け入れる準備を開始する時期です。また、4月から給
与改定を行う場合には昇給の準備を検討する時期でもあります。春に向けて早めに準備を開始
しておきましょう。

１．固定資産税の納付（第4期分）

２．確定申告（書面）の受付開始

３．国民年金保険料の「2年前納」の手続き

４．労働保険料等の口座振替納付の申込

５．天皇誕生日

６．4月昇給の場合の資料収集等の準備

７．新入社員の受入準備

お仕事備忘録
2020年2月

１．固定資産税の納付（第4期分）

固定資産税第4期分の納付期限が到来します。資金繰りも考慮した上で、納付もれのないようにし
ましょう。期限は、市町村の条例で定める日です。

２．確定申告（書面）の受付開始

令和元年分の所得税・住民税の確定申告の受付期間は、3月16日までです。所得税を現金で納付す
る場合は同日が期限となるため、納付手続きを忘れないようにしましょう。ただし、振替納付の場合
の振替日は4月21日です。こちらは、引き落とし口座の残高を確認しておきましょう。

また、個人事業者の消費税の確定申告は3月31日までです。消費税を現金で納付する場合は3月31日
が期限ですが、振替納付の場合の振替日は4月23日です。

３．国民年金保険料の「2年前納」の手続き

2014年（平成26年）4月から、2年度分の国民年金保険料を口座振替でまとめて納める「2年前納」
が始まっています。従来よりある6ヶ月及び1年前納に比べて割引額が大きくなっています。申込期限
は毎年2月末日までとなっていますので、希望される方は早めに手続きをしましょう。

４．労働保険料等の口座振替納付の申込

労働保険料等は、口座振替による納付も可能です。来年度（第1期）より口座振替とするには、2月
25日までに口座を開設している金融機関の窓口で手続きを行う必要があります。

５．天皇誕生日

天皇陛下のご即位により、2020年（令和2年）から天皇誕生日が2月23日となります。今年は2月23
日が日曜日にあたるため、翌24日が振替休日として国民の祝日になります。

６．4月昇給の場合の資料収集等の準備

4月昇給の事業者は、昇給の情報収集や人事評価等を行います。世間の昇給に関する情報を収集し
つつ、業績資料から原資の検討、部門、個別評価や配分の検討を行う等、昇給の準備を開始しましょ
う。

７．新入社員の受入準備

4月に新入社員を受け入れる事業者は、入社式の会場確保等の事前準備や支給貸与品の手配、研修
の企画等、受入準備を開始します。チェックリストなどを用いて準備を行うとよいでしょう。
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